
建設業に対する労働時間説明会

建設事業における時間外労働の上限規制について

兵庫労働局労働基準部監督課
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２ 時間外労働の上限規制

３ 36協定の具体的な内容

４ 災害時における復旧・復興の事業の特例

５ 建設業のＱ＆Ａ（抜粋）



拘束時間と休息期間について

労働時間・休日に関する原則

• 労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週40時間以内とされています。（これを「法定労働時
間」といいます。）

• また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与えることとされています。（これを「法定休日」といいます。）

• 法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、
 労働基準法第36条に基づく労使協定（36（サブロク）協定）の締結
 36協定の所轄労働基準監督署長への届出
が必要となります。

• 36協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなければなりません。

労働基準法における労働時間等の定め
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拘束時間と休息期間について

労働基準法における労働時間等の定め

労働時間の考え方
・労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいいます。使用者の明示または黙示の
指示により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たります。

・労働者を必ずしも現実に活動させていなくとも、使用者の指揮命令下にある時間であれば労働時間に当たります。
・労働時間か否かは個別判断となりますが、労働時間の考え方そのものは、業種によって異なるものではありません。

問題になりやすいケース
〇いわゆる「手待ち時間」
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されていない状
態で待機等している時間（いわゆる「手待ち時間」）は労働時間に当たります。

〇移動時間
直行直帰や移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指示も受けず、
自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に当たりません。

〇着替え・作業準備等の時間
使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務
終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行う時間は、労働時間に当たります。
（労働時間となる例）①作業開始前の朝礼時間、②作業開始前の準備体操時間、③現場作業終了後の掃除時間
〇安全教育などの時間
参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講する時間は、労働時間に当たります。
（労働時間となる例）①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間
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拘束時間と休息期間について

労働基準法における労働時間等の定め

36協定の対象となる時間外労働とは

●「法定休日労働」とは
法定休日労働とは週１日、または４週４日の法定休日に働くことをいいます。

（例）

●「法定時間外労働」と「所定時間外労働」
法定時間外労働とは、労働基準法で定められた労働時間を超えて行われた残業のことをいいます。
所定時間外労働とは、会社が定めた所定労働時間を超えて行われた残業のことをいいます。
（例）始業時刻が9時、休憩時間が12時～13時、終業時刻が17時30分の事業場の場合

（※1日8時間、1週40時間の原則どおりの労働時間制を採用している事業場を想定しています）
 18時まで働いた場合、所定労働時間（7時間30分）を超える30分（17時30分から18時まで）は所定時間外労働となりますが、

1日8時間の法定労働時間を超えていないため、法定時間外労働とはなりません。
 36協定の対象となる「時間外労働」は、法定時間外労働を指しています

（例）週休２日制（毎週土曜・日曜休み）のうち、法定休日を日曜日としている事業場の場合
（※1日8時間、1週40時間の原則どおりの労働時間制を採用し、週の起算日を日曜日としている事業場を想定しています）
 土曜日に労働した時間は法定休日労働には該当せず、日曜日に労働した時間が法定休日労働となります。
 36協定対象となる「休日労働」は法定休日労働を指しています。
 ただし、土曜日も労働させた結果、週40時間を超える場合には、土曜日の労働は法定時間外労働となります。

日 月 火 水 木 金 土
法定休日 所定休日

この日に労働させ
る場合は休日労働

（８時間）
労働日

（８時間）
労働日

（８時間）
労働日

（８時間）
労働日

（８時間）
労働日

１日８時間労働させた場合、月曜から金曜までの労働で週40時間となります。
そのため土曜日に労働させた場合には、週40時間を超えるためその日の労働は時間外労働となります。
１日８時間労働させた場合、月曜から金曜までの労働で週40時間となります。
そのため土曜日に労働させた場合には、週40時間を超えるためその日の労働は時間外労働となります。

1週40時間を超える
時間は時間外労働合計４０時間
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労働基準法における労働時間等の定め

月60時間を超える時間外労働の割増賃金率について

時間外労働、休日労働、深夜労働を行わせた場
合には、割増賃金を支払わなければなりません。

時間外労働 25％以上（※）
休日労働 35％以上
深夜労働 25％以上

(2023年3月31日まで) (2023年4月1日まで)

※月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率は50％以上となります。
（2023年4月1日から中小企業にも適用されています）

 2023年4月1日以降に労
働させた時間について、
割増賃金の引き上げの
対象となります。

月60時間の算定には、
法定休日に行った労働
時間は含まれません。
（所定休日に労働した
結果、週の法定労働時
間を超える場合には、
その日の労働時間は含
まれます。）

（中小企業について）
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時間外労働の上限規制については、働き方改革関連法による改正後の労働基準法により
法定化され、平成31年4月1日（中小企業は令和2年4月1日）から施行されています。

時間外労働の上限規制

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年720時間
・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限（原
則）を超えられるの
は年６か月まで

１年間 ＝ １２か月

法改正前 法改正後
法律による上限
（例外）

限度時間
（告示）
月４５時間
年３６０時間

など 特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間 ＝ １２か月

法定労働時間
１日８時間
週４０時間
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時間外労働の上限規制

事業・業務 猶予期間中の取扱い
（2024年3月31日まで）

猶予期間終了後の取扱い
（2024年4月1日以降）

建設事業（※） 上限規制は適用されません。 ●災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制がすべて
適用されます。

●災害の復旧・復興の事業には、時間外労働と休日労
働の合計について
✓月100時間未満
✓２～６か月平均80時間以内

とする規制は適用されません。

自動車運転の業務 上限規制は適用されません。 ※省略

医業に従事する医師 上限規制は適用されません。 ※省略

建設の事業については、時間外労働の上限規制の適用が猶予されていましたが、
令和６年４月１日から適用されます。
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 時間外労働の上限は原則として月45時間・年360時間となり、臨時的な特別な事情がなければこれを超えること
ができません。

 臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下を守らなければなりません。
・時間外労働が年720時間以内
・時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
・時間外労働と休日労働の合計が2～6か月平均80時間以内
・時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6回が限度

 特別条項の有無に関わらず、1年を通して常に、時間外労働と休日労働の合計は、月100時間未満、2～6か月平均
80時間以内にしなければなりません。
※時間外労働が45時間以内に収まって特別条項にはならない場合であっても、時間外労働＋休日労働が月100時間以上となると法
律違反となります（例えば、時間外労働＝44時間、休日労働＝56時間の場合、合計100時間となるので法律違反となります。）

時間外労働の上限規制
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 時間外労働と休日労働の合計が2～6か月平均80時間以内とは？

時間外労働の上限規制

 時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6回が限度とは？

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
時間外労働 80 60 45 35 35 80

休日労働 0 20 15 10 0 0

合計 80.0 80.0 60.0 45.0 35.0 80.0

２か月平均
３か月平均

４か月平均
５か月平均

６か月平均

57.5（8～9月の平均）
53.3（7～9月の平均）
55.5（6～9月の平均）
60.0（5～9月の平均）
63.3（4～9月の平均）

→ 当該月と隣接する２か月、３か月、４か月、５か月、６か月すべての平均が80時間以内となるよう管理しなければなりません。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ・・・
時間外労働 80 60 45 35 35 80

回数 1 2 3

→ 時間外労働が45時間を超えた月の回数をカウントし、１年間に６回を超えないよう管理しなければなりません。
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36協定の具体的な内容

月45時間超の
時間外・休日労働
が見込まれるか？

様式9号
• 時間外・休日労働をさせることができ
る場合

• その場合の労働者の範囲や人数
• 1日/1か月/1年の時間外労働時間数の
限度等

• 月45時間を超える場合における月/年
の時間外・休日労働時間数

• 月45時間を超えることができる回数
（6回まで）等

（一般条項として） （一般条項に加え
特別条項として）

※災害時の復旧・復興の事業に従
事することが見込まれる場合
◆一般条項のみの場合
⇒

◆特別条項付きの場合
⇒

様式9号の3の2

様式9号の3の3

見込まれない

様式9号の2

手続フローチャート

見込まれる

従来の36協定（様式9号の4）からの主な変更点

• 原則として時間外労働を１か月45時間、1年360時間
以内で協定することが必要

• 時間外・休日労働の合計が以下を満たすことを協定
することが必要
☑月100時間未満 ☑2～6か月平均80時間以内
※災害時における復旧・復興の事業を除く

• 1か月45時間を超えて時間外・休日労働をさせるこ
とがあるとして特別条項を設ける場合、特別延長で
きる回数を年6回までで協定することが必要
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36協定の具体的な内容
様式第９号（月45時間超の時間外・休日労働が見込まれない場合（一般条項））
※災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合

 協定する期間は「１日」「１か月」「１年」に限ります。
法律により「１か月」「１年」の時間外労働に上限が設けられたことから、協定する期間については「１日」「１か月」「１年」に
限ることとなりました。また、１年の上限について算定するために、協定期間の「起算日」を定める必要があります。

 時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、2～6か月平均80時間以内にすることを協定する必要があ
ります。
36協定で定めた上限時間内で労働させた場合であっても、実際の時間外労働と休日労働の合計が、月100時間以上または2～6か月平
均80時間超となった場合には法違反となります。
例えば、時間外労働＝44時間、休日労働＝56時間の場合、合計100時間となるので法律違反となります。
このため、時間外労働と休日労働の合計を月100時間未満、2～6か月平均80時間以内とすることを、協定する必要があるため、新し
い36協定の様式では、この点について労使で合意したことを確認するためのチェックボックスが設けられています。

Point
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36協定の具体的な内容
様式第９号（月45時間超の時間外・休日労働が見込まれない場合（一般条項））
※災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合
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36協定の具体的な内容

 限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情がある場合」に限ります。
臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由については、できる限り具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得ない場合」など、恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

 限度時間を超えて労働させる労働者に対する健康及び福祉を確保するための措置を講じなければなりません。
健康福祉確保措置として望ましい例として、以下が挙げられます。
①医師による面接指導、②深夜業の回数制限、③終業から始業までの休息時間の確保（勤務間インターバル）、④代償休日・特別休
暇の付与、⑤健康診断、⑥連続休暇の取得、⑦心とからだの相談窓口の設置、⑧配置転換、⑨産業医等による助言・指導や保健指導

様式第９号の２（月45時間超の時間外・休日労働が見込まれる場合（特別条項））
※災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合

Point

一般条項に加えて、以下の特別条項を定める必要があります。
（特別条項付きの36協定は2枚組の様式であり、1枚目が一般条項、2枚目が特別条項を定める様式になっています。）
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36協定の具体的な内容
様式第９号の２（月45時間超の時間外・休日労働が見込まれる場合（特別条項））
※災害時の復旧・復興の対応が見込まれない場合
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36協定の具体的な内容
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 建設の事業のうち、災害時における復旧及び復興の事業に限り、令和６年４月１日以降
も一部規定は適用されません。

×適用されない規定
・時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
・時間外労働と休日労働の合計について、2～6か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

○適用される規定
・時間外労働が年720時間以内
・時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6回が限度

災害時における復旧・復興の事業の特例

労働基準法第139条第1項の「災害時における復旧及び復興の事業」とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とし
て発注を受けた建設の事業をいい、工事の名称等にかかわらず、特定の災害による被害を受けた道路や鉄道の復旧、仮設住宅や復興支
援道路の建設などの復旧及び復興の事業が対象となります。
例えば、以下のような事業が対象となります。
 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）の適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。）

 国や地方自治体と締結した災害協定（事業者団体が締結当事者である等、建設事業者が災害協定の締結当事者になっていない場合
も含む。以下同じ。）に基づく災害の復旧の事業

 維持管理契約内で発注者（民間発注者も含む。以下同じ。）の指示により対応する災害の復旧の事業のほか

 複数年にわたって行う復興の事業

「災害時における復旧及び復興の事業」の範囲とは
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災害時における復旧・復興の事業の特例

※災害時の復旧・復興の対応が見込まれる場合
◆一般条項のみの場合

⇒

◆特別条項付きの場合

⇒

様式9号の3の2

様式9号の3の3

※様式一部抜粋

36協定は、将来起こるかもしれない事由についてあらかじめ締結するもの
↓

災害時における復旧及び復興の事業に従事することが見込まれる場合に関して、
36協定の特別条項として、1か月の上限時間（100時間未満）を超えた延長時間
をあらかじめ締結することを可能としたもの
（※ただし年720時間、45時間超は年6回までの規制は有り）

↓
「災害時における復旧及び復興の事業」の範囲内（前ページ参照）であり、か
つ、36協定締結時点において当該事業に従事することが見込まれる場合が対象

※工作物の建設等の事業を
行う事業場の事業に「災害
時における復旧及び復興の
事業」が含まれている場合
には、36協定は様式9号の3
の2（一般条項）又は様式9
号の3の3（特別条項）で作
成する必要があります。
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災害時における復旧・復興の事業の特例

※時間外労働の上限規制はかかりませんが、労働基準法第33条第１項に基づく時間外・休日労働
はあくまで必要な限度の範囲内に限り認められるものですので、過重労働による健康障害を防止
するため、実際の時間外労働時間を月45時間以内にしていただくことが重要です。
また、やむを得ず月に80時間を超える時間外・休日労働を行わせたことにより疲労の蓄積の認め
られる労働者に対しては、医師による面接指導などを実施し、適切な事後措置を講じる必要があ
ります。

※労働基準法第33条第１項により時間外・休日労働をさせた場合にも、割増賃金の支払は必要と
なります。

労働基準法第33条第１項
災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては、使用
者は、行政官庁の許可を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第
40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日に労働させることができます。
ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に遅滞
なく届け出なければなりません。

労働基準法第33条第１項の「災害その他避けることのできない事由」に該当する場合には、
労働基準監督署長に許可申請等を行うことにより、36協定で定める限度とは別に時間外・
休日労働を行わせることができます。その場合、時間外労働の上限規制はかかりません。
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災害時における復旧・復興の事業の特例

労働基準法第33条第１項
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災害時における復旧・復興の事業の特例

労働基準法第33条第１項
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１ 労働基準法における労働時間等の定め

２ 時間外労働の上限規制

３ 36協定の具体的な内容

４ 災害時における復旧・復興の事業の特例

５ 建設業のＱ＆Ａ（抜粋）



建設業のＱ＆Ａ（抜粋）
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建設業のＱ＆Ａ（抜粋）
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建設業のＱ＆Ａ（抜粋）
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建設業のＱ＆Ａ（抜粋）
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